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・ 介護保険の運営（総務費） 115,025,732円

介護保険の運営や保険料賦課徴収，要介護認定等に係る諸費用

 介護サービスへの保険給付 5,700,696,621円

 介護予防サービスへの保険給付 208,653,206円

要支援・要介護被保険者の居宅サービスや地域密着型介護サービス,施設介護サービス利用に対する給付費,

在宅での生活（介護）を継続するために必要な福祉用具の購入や住宅改修を行った場合に支給する給付費,

　 居宅サービス計画（ケアプラン）作成に係る給付費

・ 高額介護サービス等費 101,719,190円

介護（予防）サービス利用者負担額が一定額を超えた場合に給付

・ 高額医療合算介護サービス等費　 15,884,678円

介護保険と医療保険の両方の利用者負担年額が一定額を超えた場合に給付

・ 特定入所者介護サービス等費　 114,800,763円

低所得者が施設サービスや短期入所の利用の際に負担する食費及び居住費が負担限度額を超えた場合に，

基準費用額との差額分を補足する給付

・ 審査支払手数料 4,908,091円

介護保険事業　

款 項 目 (単位:千円）

令和 特別会計 歳入歳出決算認定に係る事業別審査シート

節名称 予算現額 決算額 繰越額 不用額 執行率%

2 1-6 担当部局・課名 福祉保健部　高齢者福祉課

事業名

事業区分 継続事業 第２節　安全で温かみと安心感のある「くらしづくり」

県支出金

事業
(経費)
内の主
な費目

負担金，補助及び交付金　負担金（補助費） 6,475,918 6,141,754 0 334,164

0

0

臨時会 補正 　 ❽（❻＋❼）事業決算合計額　 ➡ 6,261,688 該当／頁

負担金等その他

100万円以上の不用額が
生じた理由（該当のみ）

成果/評価
＊事業を執行した
ことにより，どのよう
な成果や効果をも

たらしたのか

要支援・要介護認定者が介護サービスを利用した場合に所得に応じた利用者負担額を除いた額を保険給付し，
高齢者が介護を必要とする状態になっても介護サービスを利用することにより，住み慣れた地域での生活が継続
できている。また，家族等の介護負担の軽減も図れている。サービス利用が高額になったときの給付や施設利用
時の補足給付を行うことで，低所得者の負担軽減を図るなど経済的負担の軽減につながっている。

負担金等その他

事業内容及び
めざした目的
（具体的に）

要支援・要介護認定を受けた被保険者が利用した介護保険サービスに対し，自己負担額を除いたものを保険給付費とし
て負担するもの。　被保険者の要介護状態に応じて必要な保険給付を行うことで，介護を必要とする被保険者が可能な限
り自立した生活を営めるよう支援を行うことを目的としている。

882,809

財源区分

国庫支出金

令和4年度
特定財源

内訳

6,261,688 1,614,838 903,795 0 2,860,246

県支出金

補助金・負担金・交付金等の名称

（事業一覧等）

介護給付費負担金，調整交付金

介護給付費負担金

介護給付費交付金，第1号被保険者保険料

無

・

0

該当／頁 354-363

６月補正 12月補正 ❻（❶~❺の計）　 ➡ 6,146,662 決算に関する説明書

市債

歳入に関する
項目

一般財源

NO, 1

事業実績

（詳細説明）
事業一覧表／状
況写真／図面等

別添資料等

95.0%

役務費　手数料 4,909 4,908 0 1 100.0%

９月補正 ３月補正 ❼その他の節の決算額＊該当なし”０”を挿入  ➡ 115,026

決算額
（❽）

特定財源内訳

介護認定を受けた被保険者が利用した介護保険サービス利用負担に対する給付費が見込みを下回ったため。

国庫支出金

補正
区分
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・ 介護予防・生活支援サービス事業費　 148,281,176円

要支援認定者を対象に従来予防給付として提供されていた介護予防訪問介護および介護予防通所

介護と同一内容のサービスを提供している

・ 高額介護予防サービス等費　 210,614円

要支援１・２の人の介護予防・生活支援サービス事業利用者負担額が一定額を超えた場合の支給に係る費用

・ 介護予防ケアマネジメント事業費　 13,214,772円

要支援被保険者の内，介護予防・生活支援サービスのみを利用する方の計画（ケアプラン）作成に係る費用

・ 審査支払手数料 508,863円

市債

歳入に関する
項目

一般財源

NO, 2

事業実績

（詳細説明）
事業一覧表／状
況写真／図面等

別添資料等

77.0%

委託料　業務委託料（物件費）　 450 0 0 450 0.0%

９月補正 ３月補正 ❼その他の節の決算額＊該当なし”０”を挿入  ➡ 0

決算額
（❽）

特定財源内訳

介護予防・生活支援サービス事業費，介護予防ケアマネジメント事業費が見込みを下回ったため。

国庫支出金

370-371

補正
区分

78.0%

0

該当／頁 362-365

６月補正 12月補正 ❻（❶~❺の計）　 ➡ 162,215 決算に関する説明書

成果/評価
＊事業を執行した
ことにより，どのよう
な成果や効果をも

たらしたのか

要支援認定を受けた被保険者に対し，介護予防ケアマネジメントを行い，サービス利用につなげることでサービス受給者が
要介護状態となることの予防，もしくは要介護状態等の軽減または悪化の防止を図っている。

負担金等その他

事業内容及び
めざした目的
（具体的に）

介護保険法の改正に伴い，介護予防・日常生活支援総合事業が導入され，市町の地域支援事業へ移行。
介護予防・生活支援サービス事業では，要支援認定者を対象に，従来予防給付として提供されていた介護予防訪問介護および介護
予防通所介護と同一内容のサービスを提供。自己負担額を除いたものを市が負担し被保険者の支援を行うことを目的としている。

20,277

財源区分

国庫支出金

令和4年度
特定財源

内訳

162,215 54,163 20,277 0 67,498

県支出金

補助金・負担金・交付金等の名称

（事業一覧等）

調整交付金，地域支援事業交付金（総合事業），介護保険者努力支援交付金

地域支援事業交付金（総合事業）

地域支援事業交付金，第1号被保険者保険料

無

県支出金

事業
(経費)
内の主
な費目

負担金，補助及び交付金　負担金（補助費） 209,996 161,706 0 48,290

役務費　手数料 650 509 0

0

141

臨時会 補正 　 ❽（❻＋❼）事業決算合計額　 ➡ 162,215 該当／頁

負担金等その他

100万円以上の不用額が
生じた理由（該当のみ）

介護予防・生活支援サービス事業

款 項 目 (単位:千円）

令和 特別会計 歳入歳出決算認定に係る事業別審査シート

節名称 予算現額 決算額 繰越額 不用額 執行率%

4 1・5 担当部局・課名 福祉保健部　高齢者福祉課

事業名

事業区分 継続事業 第２節　安全で温かみと安心感のある「くらしづくり」
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市債

歳入に関する
項目

一般財源

NO, 3

事業実績

（詳細説明）
事業一覧表／状
況写真／図面等

別添資料等

85.0%

0

９月補正 ３月補正 ❼その他の節の決算額＊該当なし”０”を挿入  ➡

決算額
（❽）

特定財源内訳

人件費の実績が見込みを下回ったため。

国庫支出金

367

補正
区分

0

該当／頁 366

６月補正 12月補正 ❻（❶~❺の計）　 ➡ 59,600 決算に関する説明書

成果/評価
＊事業を執行した
ことにより，どのよう
な成果や効果をも

たらしたのか

介護保険法に基づく，①総合相談支援業務②権利擁護業務（高齢者虐待・成年後見人制度）③包括的・継続的ケ
アマネジメント支援業務（地域ケア会議の設置促進・運営支援，地域包括ケアの啓発）④介護予防ケアマネジメント
（要支援者への介護予防プラン作成，市内の介護支援専門員との連携・支援）などの高齢者に関するあらゆる取組につ
いて，地域包括支援センターとして求められる役割を一般社団法人地域包括支援センターみよしが果たした。

負担金等その他

事業内容及び
めざした目的
（具体的に）

介護保険者である市が設置している地域包括支援センターの運営を委託して実施する事業。地域包括支援センターの運
営をすることにより，相談の受付や制度横断的支援，虐待への対応，支援困難事例の対応等を通じて，高齢者の健康
の保持及び生活の安定等を図ることを目的としている。

21,392

財源区分

国庫支出金

59,600 26,838 9,108 0 2,262

県支出金

補助金・負担金・交付金等の名称

（事業一覧等）

地域支援事業交付金（総合事業以外），保険者機能強化推進交付金

地域支援事業交付金（総合事業以外）

第1号被保険者保険料

無

特定財源
内訳

令和4年度

　一般社団法人 地域包括支援センターみよしへ，三次市地域包括支援センターの運営を委託した。

・委託料　業務委託料（物件費）
　59,600,000円
　・人件費（給与手当，法定福利費，福利厚生費など）　46,749,000円
　・事業費（委託料，消耗品費，通信運搬費，使用料及び賃借料など）12,851,000円

県支出金

事業
(経費)
内の主
な費目

委託料　業務委託料（物件費） 70,000 59,600 10,400

0

0

臨時会 補正 　 ❽（❻＋❼）事業決算合計額　 ➡ 59,600 該当／頁

負担金等その他

100万円以上の不用額が
生じた理由（該当のみ）

地域包括支援センター事業

款 項 目 (単位:千円）
令和 特別会計 歳入歳出決算認定に係る事業別審査シート

節名称 予算現額 決算額 繰越額 不用額 執行率%

4 3 1 担当部局・課名 福祉保健部　高齢者福祉課

事業名

事業区分 継続事業 第２節　安全で温かみと安心感のある「くらしづくり」
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認知症初期集中支援事業

款 項 目 (単位:千円）
令和 特別会計 歳入歳出決算認定に係る事業別審査シート

節名称 予算現額 決算額 繰越額 不用額 執行率%

4 3 2 担当部局・課名 福祉保健部　高齢者福祉課

事業名

事業区分 継続事業 第２節　安全で温かみと安心感のある「くらしづくり」

県支出金

事業
(経費)
内の主
な費目

委託料　業務委託料（物件費） 4,500 4,500 0

0

0

臨時会 補正 　 ❽（❻＋❼）事業決算合計額　 ➡ 4,500 該当／頁

負担金等その他

100万円以上の不用額が
生じた理由（該当のみ）

成果/評価
＊事業を執行した
ことにより，どのよう
な成果や効果をも

たらしたのか

認知症または認知症が疑われる方については，すぐに支援に結びつけることが難しい中で，チーム員である看護師，介護福
祉士，理学・作業療法士などの専門職が，半年以上の期間をかけて頻回に訪問し，本人の状態・意思の確認や支援の
検討・提案を行うことで，必要な治療や制度等へつなぐことができている。
・令和4年度相談件数28件
・　　〃　　　対応人数14人

負担金等その他

事業内容及び
めざした目的
（具体的に）

認知症になっても認知症の人の意思が尊重され，できる限り住み慣れた地域で暮らし続けられるために，認知症の人やその
家族に早期に関わる「認知症初期集中支援チーム」を配置し，認知症の早期診断・早期対応に向けた支援体制を構築す
ることを目的としている。

866

財源区分

国庫支出金

4,500 1,733 866 0 1,035

県支出金

補助金・負担金・交付金等の名称

（事業一覧等）

地域支援事業交付金（総合事業以外）

地域支援事業交付金（総合事業以外）

第1号被保険者保険料

無

特定財源
内訳

令和4年度

一般社団法人三次地区医師会へ，認知症初期集中支援チームの運営を委託している。

・委託料　業務委託料（物件費）
　4,500,000円（医師・チーム員の活動人件費，通信運搬費，消耗品費，図書費，システム保守費，研修費など）

0

該当／頁 368

６月補正 12月補正 ❻（❶~❺の計）　 ➡ 4,500 決算に関する説明書

市債

歳入に関する
項目

一般財源

NO, 4

事業実績

（詳細説明）
事業一覧表／状
況写真／図面等

別添資料等

100.0%

0

９月補正 ３月補正 ❼その他の節の決算額＊該当なし”０”を挿入  ➡

決算額
（❽）

特定財源内訳

国庫支出金

369

補正
区分
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成年後見制度利用支援事業

款 項 目 (単位:千円）
令和 特別会計 歳入歳出決算認定に係る事業別審査シート

節名称 予算現額 決算額 繰越額 不用額 執行率%

4 4 1 担当部局・課名 福祉保健部　高齢者福祉課

事業名

事業区分 継続事業 第２節　安全で温かみと安心感のある「くらしづくり」

県支出金

事業
(経費)
内の主
な費目

扶助費　扶助費 1,483 1,483 0

0

0

臨時会 補正 　 ❽（❻＋❼）事業決算合計額　 ➡ 1,483 該当／頁

負担金等その他

100万円以上の不用額が
生じた理由（該当のみ）

成果/評価
＊事業を執行した
ことにより，どのよう
な成果や効果をも

たらしたのか

この制度を活用することで，経済的に成年後見制度を利用できない方が，利用できるようになっている。

負担金等その他

事業内容及び
めざした目的
（具体的に）

判断能力が不十分な認知症高齢者，知的障害者及び精神障害者等で，経済的事由により民法で定める成年後見制
度の利用が困難な者及びその親族等に対し，成年後見制度利用のための費用の支援をすることを目的とする。

270

財源区分

国庫支出金

1,483 540 270 0 403

県支出金

補助金・負担金・交付金等の名称

（事業一覧等）

地域支援事業交付金（総合事業以外）

地域支援事業交付金（総合事業以外）

第1号被保険者保険料

無

特定財源
内訳

令和4年度

審判の申立に要する費用（後見開始等の審判の申立に係る印紙代，切手代，鑑定書料，診断書料等），成年後見
人等に対する報酬等を支援する。

・扶助費　扶助費
　1,483,000円（成年後見人等に対する報酬　9件分）

0

該当／頁 370

６月補正 12月補正 ❻（❶~❺の計）　 ➡ 1,483 決算に関する説明書

市債

歳入に関する
項目

一般財源

NO, 5

事業実績

（詳細説明）
事業一覧表／状
況写真／図面等

別添資料等

100.0%

0

９月補正 ３月補正 ❼その他の節の決算額＊該当なし”０”を挿入  ➡

決算額
（❽）

特定財源内訳

国庫支出金

371

補正
区分


